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総務省自治行政局長

平成二十二年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う住民基本
台帳法等の一部改正について

平成二十二年度における子ども手当の支給に関する法律（平成２２年法律第１９号）及
び平成二十二年度における子ども手当の支給に関する法律施行令（平成２２年政令第７５
号）が平成２２年３月３１日に公布され、これにより、住民基本台帳法（昭和４２年法律
第８１号）及び住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）の一部が改正された
ところです。

今回の住民基本台帳法及び同法施行令の一部改正は、平成２２年４月１日から施行され
ることとなりますが、貴職におかれては、下記第１の事項に御留意の上、貴都道府県内市
区町村に周知くださるようお願いいたします。

また、今回の住民基本台帳法及び同法施行令の一部改正に伴い、住民基本台帳事務処理
要領（昭和４２年自治振第１５０号等自治省行政局長等から各都道府県知事あて通知）の
一部についても、下記第２のとおり改正することとしましたので、貴都道府県内市区町村
に周知くださるようお願いいたします。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に基づ
く技術的助言であることを申し添えます。

記

第１ 改正事項等
１ 平成２２年度における子ども手当の支給を受けている者に関する特例として、平成
２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間における住民票の記載事項等につ
いては、「児童手当」とあるのを「子ども手当」と読み替える等所要の読替えを定め
たこと。（改正後の住民基本台帳法附則第８条、改正後の住民基本台帳法施行令附則
第７条関係）

２ 住民票、転出証明書、各種届出書又は通知における児童手当の欄については、子ど
も手当の欄に変更すること。

なお、第１の１の読替えは平成２２年度における特例であることにかんがみ、平成
２２年度においては、コンピュータ等により当該欄に「児童手当」と出力される場合
であっても、「児童手当」という表記を「子ども手当」という表記に訂正し訂正印を
押す等適宜の方法により、システム改修を行うことなく児童手当の欄を子ども手当の



欄として利用して差し支えないこと。

第２ 住民基本台帳事務処理要領の一部改正
１ 住民基本台帳事務処理要領の一部を別添の新旧対照表のように改正する。

２ この通知は、平成２２年４月１日から実施する。
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